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1. 事業背景と目的 

 

a) 日米姉妹都市提携の歴史 

 

 日本で最初に姉妹都市提携がなされてから 60 余年、グローバル化の進展ととも

に、市民や地域社会が国を超えて交流を重ね、連携を深める民間交流時代が本格化

しつつあります。一般財団法人自治体国際化協会によれば、2021 年 3 月 1 日現在、

全国の姉妹都市提携件数は 1,782 件であり、ここ 20 年間の推移を見ても一定数増

加傾向にあります（下図）。特にアメリカ合衆国との姉妹都市提携は 458 件であり、

最も古く、最も多くの姉妹都市提携を結んでいます 1)。 

 今日の姉妹都市制度の起源は、ヨーロッパと米国で展開した平和運動にあります。

1951 年に欧州自治体・地域評議会（Conseildes communes et régions d'Europe）

が設立され、さらに 1957 年にはフランスに世界都市提携連合（Fédération 

mondiale des cités unies）が設立されてヨーロッパ内、とくに仏独間の和解の実現

のために姉妹都市提携を推し進められ、1963 年の独仏間のエリゼ条約によってそ

れが加速されました 2)。他方で、日本で最初に姉妹都市提携を行ったのが被爆都市

長崎市であったのも偶然ではなく、日本国際連合協会が仲介し、ミネソタ州セント

ポール市が長崎に呼びかけての提携となりました。翌 1956 年にはアイゼンハワー

米大統領が民間外交を促進する「人々から人々への計画（People-to-People 

Program）」を発表し、その一環として国際姉妹都市提携を推奨され、1957 年に

はカリフォルニア州のリバーサイド市と仙台市、サンノゼ市と岡山市、パサディー

ナ市と三島市、サンフランシスコ市と大阪市、サンディエゴ市と横浜市、シアトル

市と神戸市が姉妹都市提携を行いました。 
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図：姉妹都市提携数の推移 

 

 1957 年の米国以外の都市との姉妹都市提携は、倉敷市とザンクトペルテン市（オ

ーストリア）と結んだ 1 件だけであることから、初期の姉妹都市提携が米国との提

携、特にカリフォルニア州との提携に偏っていたことが分かります 1)。1955 年か

ら 1964 年までの 10 年間に日本の都市が参加した姉妹都市提携は 78 件でしたが、

そのうち 57 件は米国の都市とのものでした。ほんの 10 数年前まで殺し合いをし

ていた日本人を相手に、米国人が「姉妹」都市を語るということには特別な感慨が

あったに違いなく、日米間の姉妹都市提携は戦争の心の傷を癒すものでした 3)。 

 日本の戦後の地域レベルの民間交流を振り返ると姉妹都市提携は極めて大きな

役割を果たしており、とりわけ、日米間の姉妹都市交流は日本にとっての国際化の

原動力となりました。時の経過とともに平和運動としての姉妹都市提携に機運は弱

まり、「地域アイデンティティの確立」や「地域住民の意識改革」、「相互理解の

深化」、「地域の活性化」といった目的のため姉妹都市提携が結ばれるようになり

ました。 

 

 

b) 日米姉妹都市交流の現状と課題 

 

 近年行われている日米姉妹都市交流の活動分野は大きく分けて以下の４つです。 

 

i. 青少年交流（教育交流） 

 青少年交流あるいは教育交流は姉妹都市交流事業として最も幅広く行われ

ている事業。普段は外国文化に直接的に接する少ない青少年に異文化接触の機
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会を与える。 

 （例：ホームステイさせる、スポーツ対戦をさせる） 

 

ii. 文化交流 

 異なる文化に触れることで地域社会には住民が気付かない優れた生活美や

伝統が息づいていることを再発見し合い、また 2 つの文化を融合させることで

新たな文化活動をつくりあげる事業 

 （例：和太鼓などの伝統文化の披露、お祭りに参加してもらっての交流） 

 

iii. 経済交流 

 姉妹都市に存在する企業との何らかの経済的つながりを生む、または米国の

マーケットについての情報収集やスタッフ間の情報交換等を目的とする事業 

 （例：見本市、商談会） 

 

iv. 課題解決型交流 

 地域社会の抱える社会問題の解決の糸口を姉妹都市との交流の中で得るこ

とを目的とする事業。 

 （例：ＤＶをテーマとした滞在型の視察事業） 

 

 しかし、これらの活動交流に対する課題も報告されています 4）。 

 青少年交流には、特定の青少年しか参加できない青少年交流に対して自治体が費

用を出して行うべき事業であるかどうかという議論があります。これは自治体の規

模が大きく、姉妹都市交流に参加できる青少年の数が相対的に極めて少ない場合に

問題になるということです。反対に、自治体の規模が極めて小さく、対象となる青

少年が希望すればほぼ姉妹都市へ派遣することができる場合にはそういった不満

はなく、むしろ青少年交流が一般市民の目に見える形で行われ、その意義や活動が

市民の間によく知られていることが市民による自治体の青少年活動に対する支持

につながります。 

  

 一方、教育交流については多くの自治体で姉妹都市に青少年を派遣し、相手都市

でホームステイを行なっていたり、現地での学校での体験入学や相手都市の市民と

の交流事業が組まれています。そうした事業ではその目的として参加者の英語能力

の向上を主目的とするケースが多くあります。しかし、英語の運用能力は短期間の

海外訪問で身に付くものではなく、むしろ日本の青少年に求められるのは、単に英

会話の上達ではなく、コミュニケーション能力全般の向上です。その意味で、姉妹

都市訪問の前から、参加する青少年に対して、最初に日本語でしっかりとした自己

表現できる能力を身につけさせる研修を行い、さらに異文化の中で、気後れせず自

己をどのように表現すべきか、また異なる文化の人々とどのようにすれば友人とな

れるかという点に力点をおくべきです。また派遣される生徒は成績優秀者から選ば

れる傾向にありますが、スポーツ、音楽など色々な分野で派遣・受け入れができれ

ば、勉強のできる子ども達だけではなく、他に得意分野のある子ども達も積極的に

国際交流に参加することができるようになります。 
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 さらに帰国後に地元で海外での体験を発表する機会が乏しかったりと、逆に参加

した学生を特別視することで、かれら自身が日本の中でせっかくの経験を伝えるこ

とを萎縮せざるを得ない状況も起こりえます。こうした点で、青少年交流も活動の

目的の明確化とともに、参加者の心理を十分に汲み取った上での事前、事後のきめ

の細かい対応が求められます。 

 実際に姉妹都市に行くことができる学生は一部に過ぎないにしろ、参加する学生

がクラスの代表や、サークルの代表として位置づけられるような仕組みを作れば、

学校ぐるみの交流にすることも可能です。 

 学校レベルの姉妹都市交流ではいくつかの課題があります。ある学校で熱心に国

際交流に取り組んでいる教員がいるとしても、他校へ異動することによって学校全

体の国際交流活動が低下してしまうことがあります（一方、米国では他校への教員

の異動は原則としてないようです）。また、小中学校でも、教員の異動は市町村単

位ではなく県レベルでの異動となるため、郡部の学校では教員が遠距離通勤をして

おり、地元について十分な情報や愛着を持っていない場合もあります。地域性を重

視した国際交流を行う場合に、教員自身が地元のことを十分に知らず、そのため効

果的な国際交流活動が実施しにくいという問題も起こっています。また日本の教育

システムの閉鎖性、前例踏襲主義のために、個々の教員の努力があったとしても、

その活動を学校全体に広げることを躊躇する雰囲気があると感じられます。 

 

 文化交流事業は、地域社会には住民が気付かない優れた生活美や伝統が息づいて

おり、それを外国人が再発見し、その結果、日本人が地域社会の再評価をすること

につながるものです。欧米では「クリエイティブシティ」の理念の一つとして都市

の文化をとらえる動きが活発化しており、そこでのアートは、特別な芸術家による

活動ではなく、一般市民や地域社会がもつ潜在力を引き出し、創造性を発揮させる

ツールとして見なされています。アート活動に参加することによって、人々がアー

トを通してコミュニケーションの活発化することが見られ、アートが人々の連携を

促進する側面があることも重要な点となります。 

 

 経済交流は姉妹都市交流の中で関心が高いですが、成功している事例は極めて少

ない分野です。経済交流を地域にある個別の企業にとって姉妹都市に存在する企業

との何らかの経済的つながりを持つことにより実利が生まれることを想定すると

極めてその可能性は低くなります。企業は経済合理性を最優先にして、海外と取引

をしたりあるいは進出するのであり、姉妹都市にある企業のみに海外のパートナー

を限定することは合理的な行動とはいえません。また仮にそうした企業同士で経済

交流が行われたとしても、なんらかのトラブルや想定外の状況の発生等により損失

が発生した場合、信頼関係に基づく姉妹都市関係そのものが傷つく可能性がありま

す。 

 一方、グローバル化が進む中で、地域の企業であっても、海外との取引の機会は

増え、国際的な視点を持つことが必要となっています。その意味で、相手都市にパ

ートナーとなり得る企業がある場合、米国のマーケットについての情報の収集やス

タッフ間の情報交換などを行うことは意味のある活動です。 

 自治体が経済交流を手助けする場合、通常、地元の経済関係者らがミッションを
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組んで訪米し、訪問先の一つとして姉妹都市を訪問するようなケースやさらには、

大都市であれば相手都市で見本市や商談会を開催することもある。経済交流につい

て自治体は仲介役に過ぎず、企業自体の意欲と能力が個々の経済交流が成功するか

どうかのカギを握るといえます。 

 また企業としても姉妹都市との経済交流は、そのリスクの高さや、言語、文化の

違いを越えるというハードルの高い活動であり、あえてそうした活動に踏み切るた

めには単なる経済的な意図以上の熱意がないと成功することは難しいです。 

ただ、成功しているものとしては、単に物流ではなく、米国のライフスタイルなど

を活かしてそれを魅力として取り入れるものが成功する傾向があります。また地域

の企業でも活発な会社は自治体の助けを借りずに自前でグローバルな活動を展開

している。自治体が支援するのはそうした動きから遅れた企業である可能性が高い

です。地域経済の閉塞感の中で、リスクを負いながらも、前向きに経済交流に取り

組もうとする地元の企業人が少ないことも問題といえます。 

 経済交流として貿易だけを考えると経済交流は難しいですが、発展の可能性があ

るのは、まちづくりや、人づくりに関する分野です。また第三次産業においても、

新しいサービスの提供のあり方や店のディスプレーの方法やインターネットを使

った最新情報なども商売上のヒントが得られる可能性があります。 

 一方、米国側からも、日本の文化に対する関心が高まっており、日本の食文化に

関心があるという米国人が増えています。経済活動として成り立つのは、一般に日

本で一流のものと認められるものであることが必要で、単に新奇なものというだけ

では米国の市場で勝ち抜くには限界があります。 

 

 姉妹都市交流事業の中で近年、関心が高まっている分野に課題解決型の交流事業

があります。課題解決型の交流事業とは、地域社会の抱える社会問題に注目し、そ

の解決の糸口を姉妹都市との交流の中で得ようとする試みです。岡山市の DV（ド

メスティックバイオレンス、家庭内暴力）をテーマとして、姉妹都市であるサンノ

ゼ市への滞在型の視察事業や横浜市の外国人や困難な状況を抱える青少年に対す

る支援活動をテーマとする交流活動が例として挙げられます。近年、日本各地で 

NPO の活動が活発化していますが、NPO の中には同様の地域社会の課題の解決を

目指す組織も多く、自治体ばかりではなく NPO のメンバーが姉妹都市交流の参加

者となったり、あるいは NPO そのものが姉妹都市にあるカウンターパートとなる

組織と連絡をとって相互の情報提供を行う例が増えています。デリケートな問題を

含むことが多いテーマだけに、姉妹都市という長年の交流の信頼関係の上に、この

ような事業が成り立つケースも多く、姉妹都市ならではの活動ともいえます。 

 このような課題解決型の交流事業は、NPO の活動が活発で複雑な社会問題を抱

える大都市において見られる傾向があります。課題解決型交流では、相手都市から

得られた知見をいかに地元の地域社会に還元できるかが重要なポイントとなり、そ

の意味で、従来から行われてきた単なる視察と異なります。地域社会の問題につい

ての鋭い視点を持つことが前提となるため、一種の専門家交流のように、内容の深

い交流となることが期待できる反面、限定された人々だけが参加する一般市民から

は手が届きにくい交流ともなります。 
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 こういった姉妹都市交流の活動とそれに伴う問題もあり、日米の姉妹都市交流を

取り巻く現状は以下のようになっています。 

 

i. 自治体の財政難と市町村合併の動き 

 国レベルでは国家財政の危機が深まる一方で、数多くの自治体では財政赤字

が増加を続け、予算の大幅な削減に直面しています。このような状況の中で、

国際交流関連の予算は、緊急性や対費用効果が薄い事業と判断されるケースが

多く、その結果、予算削減を余儀なくされる例が増えています。1990 年以降、

国際交流を行う専門組織として、数多くの国際交流協会が自治体によって設置

されたが、現在では一部の自治体では国際交流協会自体の統廃合の動きも始ま

っています。 

 自治体の財政難は、成果の見えにくい国際交流に対して、行政主導から民間

への移転をめざす動きが見られます。国際交流は本来、市民に根ざす活動であ

るべきであり、自治体のそうした姿勢自体は間違いではありません。しかし、

これまで国際交流について行政主導で行われてきたため、市民団体が成長して

いない地域が数多く、自治体が国際交流から完全に撤退をすれば、そのことは

市民による国際交流の活発化につながるのではなく、国際交流活動全体の弱体

化を招きかねません。また、市民団体が一定レベルの活動を行っている地域に

おいても、そうした団体のほとんどは財源の面で自立しておらず、自治体がそ

うした団体に財源を振り向けない限り、市民団体が自治体に替わって事業を行

えるような状況にないのが現実の姿です。 

 

ii. NPO の発展 

 NPO 法の成立以来、2 万を越える NPO 法人が設立されました。その中には

国際的な活動を行う組織も多くあります。しかし、NPO 法人の資格をとった

組織においても、恒常的にスタッフを雇用できる団体は限られており、とりわ

け国際交流の分野ではほぼ皆無といってよい状況です。国際協力の活動を行う 

NGO については政府や JICA（国際協力機構）によるさまざまな財源の支出プ

ログラムがあり、また市民からの寄付も比較的集まりやすいですが、地域レベ

ルで活動する国際交流団体においては、そのような状況にはないため、地元の

自治体からの資金の割合が比較的高い傾向があります。 

 自治体側では、これまで事業を実施する場合、自治体もしくは自治体の設立

した国際交流協会において事業を企画し、実施してきましたが、最近では、事

業の企画作りに市民の参加を求めたり、また実施のレベルで市民団体に委託を

行う例も増えつつあります。このことは国際交流の担い手として市民団体の重

要性についての認識の高まりと捉えることができます。 

 

iii. 国際交流および米国への関心の低下 

 1980 年代には「地域の国際化」が一種のブームとなり、数多くの自治体で国

際交流が積極的に取り組まれました。しかし、1990 年代以降、自治体の財政難

だけではなく、在住外国人が地域社会に増加するようになると、「多文化共生」

というテーマが新たに地域社会の中で生まれました。これまで姉妹都市交流の
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ように海外に出かけたり、あるいは海外から一時的に来客を迎えるという従来

型の国際交流から、地域社会に外国人が定住することへの対応への関心が高ま

りました。 

 このような新たな状況に地域社会で対処しているのは、多くの場合、自治体、

国際交流協会、それにこれまで国際交流に携わってきた人々です。例えば横浜

のような大都市では在住外国人への対応について弁護士や医者などの専門家

が新たに関わるケースがありますが、多くの地方都市ではこれまで国際交流活

動の担い手であった人々が、多文化共生についての活動に携わるケースが多い。 

在住外国人の増加に伴う問題は、日々の生活に関わる現実的な課題であり、ま

た深刻な問題も多いため、自治体にとっては、従来型の国際交流よりも、より

関心を向けざるを得ない分野であるといえます。従って、財源が逼迫している

中で、多文化共生関連の事業が増えることは、同種類の分野の活動と考えられ

る姉妹都市交流の予算が結果として縮小するという傾向が生まれています。 

 一方、1980 年代後半には数多くの日本企業が米国に進出し、米国との姉妹

都市交流急速に増加しましたが、1990 年代以降は中国、韓国との関係が極め

て密接になり、米国との交流自体はそれほど低下してはいないものの、かつて

米国が持っていた圧倒的な存在感は薄れています。米国との姉妹提携数は現在

でも二位の中国をはるかに凌いで一位であることは変わりありませんが、姉妹

都市締結から相当の年数を経過している提携が多く、そのため新規に結ばれた

アジアとの交流に比べると、米国との交流は活動のマンネリ化や交流活動の停

滞がやや目立つ傾向にあります。 

 

 こういった現状であるとは言え、戦略性をもって経済交流をすることや、国際社

会への露出が少ない地方都市の海外特に英語圏の自治体との交流の意義は引き続

き大きく 3)、通信技術の発達により遠隔地との通信によるコストもほぼゼロにな

っています。外務省でも 2006 年に地方連携推進室を設置し地方の国際的取組を推

進しています 5)。 

 しかし 2020 年の新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、都道府県では

70%、市区町村では 80%以上の国際的事業が延期または規模縮小・実施形態の変更

を余儀なくされました 6)。 

 

 

c) 事業目的 

 

 本事業は、日米の青年経済人リーダーを対象に、地方を中心に青年民間経済交流

を通じて相互のグローバルリーダーシップ育成支援及び相互理解を促進し、日米地

域間の「サブナショナル外交国際経済協力を推進すること」を目的としています 

 

 姉妹都市交流の主体は、市民と市民との間の国際交流。その民間交流を支えるの

が姉妹提携を結ぶ両国間の自治体。アメリカでは、姉妹都市交流を運営する為には

様々な形式があります。その中で、民間のみで姉妹都市協会を設立し、該当する自

治体と独占委託契約を結び、その自治体から予算で姉妹交流事業を実施するところ
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もあれば、完全に民間人のみでファンドレイジングを行い姉妹都市交流事業を実施

するところもあります。 

 

 本事業では、キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所のような民間団体が

主導で、西部はハワイから東部のアラバマ州まで幅広い範囲で、様々な人種の青年

リーダー達に参加して頂きました。新型コロナの影響で予定していた姉妹都市交流

事業が中止になったところもあり、今後どのように姉妹交流事業をして実施してい

けば良いのか困っている都市もありました。 

 そんな中、本フォーラムをオンラインで実施することにより、渡航費等のコスト

を抑え、低コストでしかも自宅からでも国際交流事業に参加することができる新た

な姉妹都市交流の形を体験して頂くことができました。 

 日本でも少子高齢化が進み、地方では人口が減り、自治体の予算も限られてくる

中、いかに工夫して、長いところは６０年以上も続いた姉妹都市交流を継続させる

必要性が出てきます。 

 

 確かに実際にあって直接触れ合いながら国際交流するのがこれまでの姿でお互

いに良い影響と相互理解を深めることが可能です。ただ今後、経済的な負担を減ら

し、日米間の姉妹都市交流を復活させ、いかに持続させて行く為にも、本事業のオ

ンライン形式のような姉妹都市交流を体験して頂くことにより、新たな可能性を見

出して頂けます。 

 

 また、姉妹都市交流のような地域間での国際交流を行うサブナショナル外交をサ

ポートする仕組みや、姉妹都市のようなパイプを活用して民間同士が経済、文化、

教育などのような交流を継続的に経済的な支援を行っていける形式も必要になっ

てきます。 

 

 

2. 事業概要 

 

 「日米サブナショナル国際青年フォーラム」（本事業）は、日米間の青年リーダーシ

ップ事業の一環として、日米の姉妹都市間で開催される招待制オンラインフォーラム。

キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所が国際主催する日米官民パートナーシッ

プ事業。各フォーラムは２時間前後。 
 ２０２０年１１月から２０２１年２月の間に、各姉妹都市間で全６回のオンラインフ

ォーラムが開催。各フォーラムでは、日米の大使館・総領事館、該当都市自治体、姉妹

都市組織、青年会議所、商工会議所、日米協会等と連携。 
 各フォーラムのパネリストは、日米両国の姉妹都市からアメリカ人と日本人計１０名

が選出。各テーマに沿った事前に準備された 10 問の質問に対してディスカッション。

また、各フォーラムの冒頭挨拶には、米国連邦議員、特命全権大使・総領事、市長・市

議会議員、自治体幹部、姉妹都市協会会長等がゲストスピーカーとして参加。 
 今後の姉妹都市関係の維持・発展や、文化交流に留まらない協力関係の構築、コロナ

禍での国際的機会の提供、都市間連携による経済成長の促進等の効果が期待されます。 
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【経緯】 

 

 ２０１９年２月に、各国で青年リーダーシップ事業を促進する為、米ロサンゼルスに

本部を置く「国際キフ機構」（KIF）と米セントルイスに国際本部を置く「国際青年会

議所」（JCI）との間でパートナーシップ協定がグローバル締結。 

 

 それをきっかけに、日本国内でも青年リーダーシップ事業をさらに促進する為、相互

の日本加盟団体である「キフジャパン」と「日本青年会議所」がパートナーシップ協定

を国内締結。 

 

 その国内締結の一環として、日米間の姉妹都市を対象に本事業を実施。また、KIF の

国際民間外交事業「サブナショナル X」の一環として開催。 

 

 

3. 課題 

 

 事業実施により、得られた課題点は以下の３つとなります。 

 

 a)  ニューノーマル社会確立のための支援 

 b)  地域や市民、企業のニーズの把握と共有 

 c)  さまざまなレベル間でのコミュニティ同士の連携 

 

 

a) ニューノーマル社会確立のための支援 

  

 新型コロナウイルスの影響により、従来のような人と集まることによるコミュニ

ケーションに制限が掛かりました。これによりあらゆるコミュニティで多くの問題

が発生しています。こうした問題に対処するため、市民はニューノーマル社会を模

索していますが、それを確立するまでにさまざまな課題があります。 

 

 市民は経済活動を持続させるため、テクノロジーを利用したコミュニケーション

を試みています。しかし、そういった新しい手段に慣れておらず、すぐには対応で

きない方も多くいます。直接的に接することとオンラインを介して接することを比

較すると、前者のほうが効果が高いということはすでに実感として言われています

が、慣れていない方の場合はさらに効果が下がります。青少年についても、遠隔教

育とホームスクーリングにより重要な社会的及び対人経験を逃しています。 

 また、情報インフラによる格差についても指摘されていて、都市部と比べて地方

では情報テクノロジーに触れる機会が少ないことも影響して、地方の方のほうが新

しいコミュニケーション手段に対応しようとするスピードが遅くなる傾向にあり

ます。 

 新型コロナウイルスによる影響が今後収まったとしても、すべてが従来通りの生
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活に戻るとは考えにくいです。従来からの手法と新しい手法のそれぞれ良い部分を

組み合わせたハイブリッドな社会になることが予想されます。オンライン上でのコ

ミュニケーションについても、距離的な問題を気にすることなく人とコミュニケー

ションを取ることができることや、時間的なコストを削減することができるので効

率化ができるといった利点もあります。ですので新しい手法を取り入れることがで

きる人とそうでない人との間に格差が生じてしまいます。そうならないよう、すべ

ての方がニューノーマル社会に対応できるよう資金や教育、情報等の支援が求めら

れています。 

 

 コロナ禍によって、さまざまな地域で性別、人種、経済、地位等の違いによる格

差が浮き彫りになっています。性別による就労率の差や人種による失業率、コロナ

ウイルスによる死亡率の差など、格差が明確に現れています。これはコロナウイル

スが直接的な原因ではなく、ただ今までの問題がコロナウイルスによってより顕著

になっているだけです。社会にはこういった問題を抱えているということを 1 人 1

人が認識してこうした格差を生む状況を意識改善していかなければなりません。 

 

b) 地域や市民、企業のニーズの把握と共有 

 

 日米における人々の生活は新型コロナウイルスにより打撃を受けており、多くの

人々が支援を必要としています。現在人々は協力し合いこの状況を乗り越えようと

しており、多くの人がこの状況をよくするために、行政や企業、ボランティア問わ

ずさまざまな支援が存在します。 

 しかし、その支援の効果を最大化するためには、市民や中小企業のニーズは現在

なんなのかを確認し、それが共有されている必要があります。しかし今回のコロナ

禍のような特殊な災害の場合には迅速に対応しなければなりません。この場合国な

どの大きな組織による支援は強力である反面、対応が遅くなる傾向があります。各

自治体等はその地域のニーズを把握しやすいため、各自治体独自の対応が求められ

ます。 

 その場合、ニーズの共有については不十分といえます。当然その地域独自の問題

もありますが、問題の多くは人種や文化によらず、人々が求めるものは共通してい

ます。国や地域、組織を問わず、ニーズを共有することができれば、本当に必要な

ものが必要なだけ迅速に供給することが可能となります。 

 

 災害時には、テクノロジーにより情報は早く伝わるようになりましたが、情報の

正確性には欠けます。特にソーシャルメディアのようなネットワークでは誤った情

報が流れる危険性があります。個人が情報を発信する場合でも、正確な情報を発信

することを通常よりも心掛ける必要があります。また通常ならば信頼できるような

情報元であるマスメディアのような場合でも、報道の影響によって物資の必要以上

の買占め等の問題が発生しました。そのため広く一般に知られる、信頼できる情報

源が求められます。 

 

 また、地域や市民、企業の知識の共有の仕組みはコロナ禍等の災害時だけに留ま
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らず、平常時でも運用されることが期待されます。人の営みは日米間で共通してい

る部分は多くあります。それぞれの地域や人々、企業が直面している問題は別のと

ころでも発生している可能性が高く、そういったところと知識を共有することで問

題解決につながるかもしれません。現状ではそういった情報はどこかに管理されて

いるわけではなく、情報を収集するのが困難であり、それぞれが独自で問題解決を

図っている状態です。 

 

 

c) さまざまなレベル間でのコミュニティ同士の連携 

 

 社会は急速に変化しており、今後さらに複雑で不確かな時代になっていくことが

予見されています。それに伴って私たちを取り巻く問題も複雑になってきており、

単一のコミュニティではその複雑化した問題を解決することは難しくなっていま

す。これに対処するための方法の一つとして、「異なる考え方をもった人々と協働

すること」が挙げられます 7) 。 

 実際、新型コロナウイルスによる影響を受けた人々がそれぞれ助け合い、連携し

ながらこの状況を改善しようとしています。 

 中小企業の経済的な回復と、解雇された人の雇用問題に対処するため、情報提供

と情報収集、それとさまざなまコミュニティ間での連携が図っています。解雇され

た人たち状況をヒアリングし、行政への就労支援情報を提供、また企業とのマッチ

ングを行い、また就労に向けた専門家による教育とか講義・セミナー等の情報を提

供しようとする動いている地域があります。 

 また、企業同士が協力しあって新しい仕事を生み出し、それによって雇用の創出

や仕事を守るということができます。例えば、タクシー会社と飲食店、レストラン

が協力してテイクアウトの配達を行うことで雇用を守りました。また小さなレスト

ラン等では、自分のところでコロナの対策を十二分にする力がないので、そういう

ところは県とか市がフォローして出来る限り安全性を確保するためアクリル板や

衛生対策商品を無償で提供しています。 

 新たに会社を起こしたいと考える場合、主な課題には心理的な障壁が含まれてい

ます。おそらく、人々はビジネスのアイデアを持っていないか、起業する自信がな

いか、経済的な障壁です。行政や企業、銀行等のさまざまなコミュニティでこれら

の解決のため、ベンチャーキャピタルとのパートナーシップや、アクセラレーター

であるスタートアップのコラボレーション、起業の際にアドバイスをくれる専門家

を探している人のためのメンターシッププログラム、新しい起業家が事業を軌道に

乗せるのを支援するために助成金等を行っています。これらすべてを通じて会社と

雇用を促進しようとしています。オマハ市では起業家支援としての環境が整備され

ていて、市内にある大学を始め、商工会議所等による支援、企業ネットワーク等が

あり、起業家精神を構築するのに役立たせています。 

 アフターコロナを見据え、観光業を含め地域の魅力を上げようと考える場合でも

他のコミュニティとの連携は重要となります。別のコミュニティとの情報共有によ

って他地域での取り組みを知り活かすことができるかもしれません。また、観光し

たくなるように各地の魅力っていうのを共有したり、観光地的な部分の魅力だけで
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なく、細かな街の魅力というものを広く発信することが可能になります。広く交流

することによって、特産や、新しく生み出したものを、また興味をもってもらうこ

とが可能になります。 

 

 

4. 提言 

 

 我々は以上のことを通じて以下の２点を提言します。 

 

  

 

 

 

a) 日米の地方自治体間の国際的交流の推進 

 

 今後は国と国との関係だけでなく、都市単位、街単位での関係性を作っていくべ

きです。国と国との国際関係は国家間の利害が出てしまうので、そういったものを

超えて新しい国際関係を作っていくとなると、都市・街単位での関係がこれから必

要になります。そのような関係性が構築出来た街は、今後困難な状態をも乗り越え

ていく力強い街になっていきます。 

 

b) 日米姉妹都市連携ネットワークの構築 

 

 また、そういった異なるコミュニティ間での連携を継続していくことも重要です。

姉妹都市関係もそういった試みの 1 つではあります。しかし、異なる姉妹都市間で

の連携はなく、姉妹都市関係に関する情報収集やノウハウを得る機会はあまりあり

ません。本事業のように、姉妹都市関係を調査することが断続的にはありますが、

そこで得られた知見を管理していくシステムの構築が必要です。 

 

  

a)  日米の地方自治体間の国際的交流の推進 

b) 日米姉妹都市連携ネットワークの構築 
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6. 付録 

a) 日米サブナショナル国際青年フォーラムの詳細 

【開催日時】 

- 米国都市 日本都市 米国時間 日本時間 

1 

サンノゼ市 

（カリフォルニア

州） 

岡山県岡山市 

2020 年 11 月 18 日 

午後 4 時 ～ 6 時 

2020 年 11 月 19 日 

午前 9 時 ～ 11 時 

2 
サンアントニオ市 

（テキサス州） 
熊本県熊本市 

2020 年 11 月 12 日 

午後 6 時 ～ 8 時 

2020 年 11 月 13 日 

午前 9 時 ～ 11 時 

3 
ホノルル市 

（ハワイ州） 
広島県広島市 

2020 年 12 月 14 日 

午後 2 時 ～ 4 時 

2020 年 12 月 15 日 

午前 9 時 ～ 11 時 

4 
オマハ市 

（ネブラスカ州） 
静岡県静岡市 

2021 年 1 月 27 日 

午後 6 時 ～ 8 時 

2021 年 1 月 28 日 

午前 9 時 ～ 11 時 

5 
バーミングハム市 

（アラバマ州） 
群馬県前橋市 

2021 年 2 月 16 日 

午後 6 時 ～ 8 時 

2021 年 2 月 17 日 

午前 9 時 ～ 11 時 

6 
バーミングハム市 

（アラバマ州） 
茨城県 

2021 年 2 月 25 日 

午後 4 時 ～ 6 時 

2021 年 2 月 26 日 

午前 9 時 ～ 11 時 

 

【討論テーマ】 

1 新型コロナウイルス：学んだ教訓とビジネスの未来 

2 レジリアンス 

3 姉妹都市を通じて持続可能なビジネスコミュニティの再構築 

4 アントレプレナーと社内ベンチャー 

5 健康イノベーションと健康格差 

6 コロナウイルス：情報格差の露呈 

http://www.twinning.org/en/page/history#.VgkZ77ksxdJ,
http://www.twinning.org/en/page/history#.VgkZ77ksxdJ,
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/local/index.html,
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【参加者】 

 

第 1 回 ：サンノゼ市－岡山市 

国際主催 キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所 

地方共催 
サンノゼ市―岡山市姉妹都市協会、岡山青年会議所、サンノゼ市役所、岡山市

役所 

司会者 マイケル・セラ 
Sera Consulting, LLC 最高経営責任者、北米日本商工

会議所理事 

ゲスト 小山田 真 国際キフ機構会長 

 

マイク・ホーランド キフジャパン理事 

下山田 圭佑 日本青年会議所 国際グループ 会務担当常任理事 

高山 晃一 岡山青年会議所理事長 

ラウル・ペラレズ サンノゼ市議会議員、全米国際姉妹都市協会理事 

亀井 善行 岡山市市民協同組合局長 

米国側 

パネリスト 
レイ・フルタ 企業家、サンタクララ大学音楽教授、フルート奏者 

ミチェル・タモツ・

バトラー 

PEAK Creative 最高経営責任者、大手ウェルズ・ファ

ーゴ銀行内部調査人 

エラノア・サカモト 
JNovels と大手クランチロールの翻訳者、小説

「Fancies」と「Left Behind」著作者 

イルマ・ガーシア 
Mineta Transportation Institute 社 Communications 

& Operations Manager 

ベアンカ・アシャオ

ル 

Nirvana Soul Coffee Purveyors 社・共同創設者兼 

CMO 

日本側 

パネリスト 
髙山 晃一 企業家、岡山青年会議所第７０代理事長 

石井 聖至 会社役員 

加藤 高明 弁護士 

二垣 幸広 企業家、実業家 

髙畠 裕介 企業家、実業家 

通訳 夕部 敦子 日本語から英語 

 北爪 弘子 英語から日本語 

 

※当日の参加者数は、上記及び関係者含め合計４４名。 
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第 2 回：サンアントニオ市－熊本市 

国際主催 キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所 

地方共催 サン・アントニオ市役所、熊本市役所、熊本青年会議所 

司会者 スヘイル・アラツ 
公益法人 Musical Bridges Around the World アドバン

スメント部長、全米国際姉妹都市協会元理事   

ゲスト 小山田 真 国際キフ機構会長 

 

テッド・リウ 米国連邦下院議員 

渡部宇人 キフジャパン事務局次長 

下山田敬介氏 日本青年会議所 国際グループ 会務担当常任理事 

渡邉俊一郎 熊本青年会議所理事長 

シェリー・ダウラト

シャヒ 
サン・アントニオ市国際局長 

吉住修 熊本市国際課長 

米国側 

パネリスト 

ダグラス・ブルック

ス 

Intelligent Systems Division, Southwest Research 

Institute 社マネージャー 

ギジ・カマリ 氏 Biome and Golden Juju 社創設者兼 CEO 

ドミニク・リウ 

San Antonio Jaycees 社理事長、Global Chamber 

San Antonio 副社長、テキサス州フィリピーノ系ア

メリカ人商工会議所 State Secretary 

ウェイン・スミス 

CoStar Group 社 Regional Sales Executive、World 

Affairs Council of San Antonio Young Professionals

共同会長 

ファリス・ビラニ San Antonio Young Professionals 理事長 

日本側 

パネリスト 
渡邉 俊一郎 株式会社快建設代表取締役、熊本青年会議所理事長 

正源司 悠渡 株式会社健康舎代表取締役社長、熊本青年会議所 

山口 章太 
おはな整骨院 代表取締役、熊本青年会議所理事兼国

際交流委員会委員長 

寺本 幸 
イギリスアンティーク家具輸入販売業、熊本青年会

議所理事 

吉本 名月 農業・カフェ、熊本青年会議所 

通訳 宮川 アンドレア 日本語から英語 

 早川 航平 英語から日本語 
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第 3 回：ホノルル市－広島市 

国際主催 キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所 

地方共催 
ハワイ青年会議所、ホノルル青年会議所、広島青年会議所、ハワイ日米協会、

広島市役所、ホノルル市役所 

司会者 ジーナ・マエダ ハワイ青年会議所２０２０年度副会頭 

ゲスト テッド・リュー 米国連邦下院議員 

 

リチャード・メイ 在大阪・神戸アメリカ総領事館総領事 

小山田 真 国際キフ機構会長 

渡部 宇人 キフジャパン事務局次長 

下山田敬介 日本青年会議所国際ビジネス推進会議議長 

レイナ・カネコ ハワイ日米協会理事長 

カーク・コールドウ

ェル 
ホノルル市長 

松井一實 広島市長 

米国側 

パネリスト 
デル・タニオカ ハワイ⻘年会議所２０２０年度会頭、ハワイ東⼤寺監督 

ナタリー・ミロン ハワイ⻘年会議所理事 

コスモ・ヒライ 

ホノルル⻘年会議所２０２０年度副会頭、

Automated Healthcare Solutions 社・上級会計マネ  

ジャー 

トラング・ラム 
ハワイ⻘年会議所永久会員、La Tour Café 及び La 

Tour Bakehouse 社の共同オーナー 

タイラー・ヒラナカ ハワイ⻘年会議所 2018 年度理事⻑ 

日本側 

パネリスト 
杉川  綾 

株式会社第一ビルサービス取締役、広島青年会議所

２０２１年度理事長 

大野  貴嗣 
株式会社大野石油店  専務取締役、広島青年会議所

２０２１年度副理事長 

林  秀樹 

株式会社山崎本社代表取締役社長、広島青年会議所

２０２１年度次代のまちプランニング委  員会委員

長 

池田 紘美 
早稲田神社宮司、広島青年会議所２０２１年度例会

委員会副委員長 

道上  宏 
株式会社ＪＴＢ広島支店主務、広島青年会議所２０

２１年度委員 

通訳 宮川 アンドレア 日本語から英語 

 早川 航平 英語から日本語 
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第 4 回：オマハ氏－静岡市 

国際主催 キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所 

地方共催 
オマハ市役所、静岡市役所、静岡青年会議所、オマハ姉妹都市協会、静岡商工

会議所、静岡市国際交流協会、オマハ友の会 

司会者 ラリー・ウエブナー オマハ姉妹都市協会理事、全米国際姉妹都市協会理事 

ゲスト テッド・リュー 米国連邦下院議員 

 

塚田 玉樹 在米日本大使館特命全権公使 

ゲーリー・シェイフ

ァー 
在名古屋アメリカ領事館主席領事 

小山田 真 国際キフ機構会長 

アントニー・アル・

ジャミー 
キフアメリカ理事長 

渡部 宇人 キフジャパン事務局次長 

北村 麻里衣 日本青年会議所 国際イノベーション開発会議 議長 

アンドリュー・シリ

ング 
在オマハ日本名誉総領事 

ジーン・ストザート オマハ市長 

鍋田 昌吾 静岡青年会議所理事長 

渡邊大輔 オマハ友の会 

田辺信宏 静岡市長 

久保田哲 静岡市国際交流課長 

小堺明宏 静岡商工会議所産業振興課長 

五條絵璃佳 静岡市国際交流協会主事 

米国側 

パネリスト 
ベッキー・アップ eCreamery 社創設者 

ニック・ビアンチ Bianchi Candle Co.社 CEO 

クレアー・デブニー 
ファーストナショナル・オマハ銀行フィンテックエ

ンゲージメント部長 

ネイサン・ジョーン

ズ 
起業家、オマハ青年会議所理事 

アシュリー・カン Blair Freeman 社共同創設者 

日本側 

パネリスト 
益木 宏康 株式会社ＩＣＡ代表取締役 

野村 哲也 株式会社野村商店製造部門責任者 

鈴木 敦子 歯科衛生士、日本舞踊指導者 
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植松 宏高 宝飾時計専門店タカラ堂代表取締役 

西本 健一 有限会社ニシモト専務取締役 

通訳 尾崎 ジュンコ 日本語から英語 

 早川 航平 英語から日本語 

 

 

第 5 回：バーミングハム市－前橋市 

国際主催 キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所 

地方共催 
バーミングハム市役所、前橋市役所、バーミングハム姉妹都市協会、アラバマ

大学バーミンガム校、バーミングハム・ヤングプロフェッショナル協会 

司会者 
ベティーナ・バー

ド・ジャイルズ 
The Byrd’s Nest, LLC 創設者兼 CEO 

ゲスト テッド・リュー 米国連邦下院議員 

 塚田 玉樹 在米日本大使館特命全権公使 

 

マイケル・ターナー 在日アメリカ大使館文化・スポーツ交流担当官 

小山田 真 国際キフ機構会長 

アントニー・アル・

ジャミー 
キフアメリカ理事長 

マイク・ホーランド キフジャパン理事 

北村 麻里衣 日本青年会議所 国際イノベーション開発会議 議長 

ランドール・ウッド

フィン 
バーミングハム市長 

山本龍 前橋市長 

グウェンドリン・ア

マモー 
バーミングハム姉妹都市会長 

コーレット・スチュ

ワート・バーンズ 
バーミングハム姉妹都市事務局長 

半澤冬樹 前橋青年会議所理事長 

米国側 

パネリスト 
タカミツ・サイグサ アラバマ大学医学部腎臓内科医学准教授 

サラ・ラッペン アラバマ大学人間学科教員、結婚家庭療法士 

リーナ・ミク・クラ

フォード 
アラバマ大学生物学学生 

イスズ・マイヤー  アラバマ大学産婦人科助教授 

日本側 熊木 ゆういち 前橋青年会議所 
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パネリスト 樋口 真弓 前橋市役所健康増進課 

加藤 正輝 前橋市役所スポーツ課 

大澤 俊介 前橋市役所観光振興課 

ジェイレン・コック

ス 
前橋市役所文化国際課 

狩野 泰 前橋市役所文化国際課 

通訳 益田 あきこ 日本語から英語 

 尾崎 じゅんこ 英語から日本語 

 

 

 

第 6 回：バーミングハム市－茨城県 

国際主催 キフジャパン・キフアメリカ・日本青年会議所 

地方共催 
バーミングハム市役所、バーミングハム姉妹都市協会、日本青年会議所茨城ブ

ロック協議会 

司会者 
ナネット・ボールド

イン 

バーミングハム・ビジネス・アライアンス副社長地域開発

担当 

ゲスト テッド・リュー 米国連邦下院議員 

 塚田 玉樹 在米日本大使館特命全権公使 

 

マイケル・ターナー 在日アメリカ大使館文化・スポーツ交流担当官 

小山田 真 国際キフ機構会長 

アントニー・アル・

ジャミー 
キフアメリカ理事長 

マイク・ホーランド キフジャパン理事 

北村 麻里衣 日本青年会議所 国際イノベーション開発会議 議長 

ランドール・ウッド

フィン 
バーミングハム市長 

グウェンドリン・ア

マモー 
バーミングハム姉妹都市会長 

コーレット・スチュ

ワート・バーンズ 
バーミングハム姉妹都市事務局長 

浅香 祐介 茨城ブロック協議会 下館青年会議所 理事長 

米国側 

パネリスト 

アール・ヒリアー

ド・ジュニア 

バーミングハム市役所政務部シニアディレクター、元ア

ラバマ州議会議員 

ディオン・ゴードン TechBirmingham 社代表取締役 CEO 兼社長 
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ドリュー・ジャクソ

ン 
StreetMetrics 社代表取締役 CEO 

シア・ヘンドリック

ス 

Commercial Strategy at Kellogg 社シニアマネージ

ャー 

フォーテ 
エド財団バーミングハム・チーフ・ジョイ・オフィサ

ー 

日本側 

パネリスト 
上田 俊介 

有限会社ホームシック スタイルショップ水戸店 

店長 

諏訪 有紀 株式会社マスゼン 役員 

服部 絢香 蔵元小田屋 専務取締役 

菊池 敏弘 株式会社ヘルスケアエイド 代表取締役 

狩野 泰 株式会社堤理美容商事 代表取締役 

通訳 ヨシエ・ウツコシ 日本語から英語 

 早川 航平 英語から日本語 

 

b) アンケート 
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c) 日米姉妹（友好）都市一覧（2021 年 3 月 5 日現在） 

 

No 提携年月日 都道府県 自治体 州・省・県等 提携自治体 

1 1955/12/7 長崎県 長崎市 ミネソタ州 セントポール 

2 1957/3/9 宮城県 仙台市 カリフォルニア州 リバサイド 

3 1957/5/26 岡山県 岡山市 カリフォルニア州 サンノゼ市 

4 1957/7/24 静岡県 三島市 カリフォルニア州 パサディナ 

5 1957/10/21 兵庫県 神戸市 ワシントン州 シアトル 

6 1957/10/29 神奈川県 横浜市 カリフォルニア州 サンディエゴ 

7 1958/5/17 静岡県 下田市 ロードアイランド州 ニューポート 

8 1958/7/11 千葉県 館山市 ワシントン州 ベリンハム 

9 1958/8/16 山梨県 甲府市 アイオワ州 デモイン 

10 1958/11/29 長野県 松本市 ユタ州 ソルトレークシティ 

11 1959/3/5 神奈川県 藤沢市 フロリダ州 マイアミビーチ 

12 1959/3/14 長野県 長野市 フロリダ州 クリアウォーター 

13 1959/4/1 愛知県 名古屋市 カリフォルニア州 ロサンゼルス 

14 1959/6/8 福岡県 北九州市 ワシントン州 タコマ 

15 1959/6/15 広島県 広島市 ハワイ州 ホノルル 

16 1959/6/24 京都府 京都市 マサチューセッツ州 ボストン 

17 1959/7/14 福岡県 北九州市 バージニア州 ノーフォーク 

18 1959/10/16 静岡県 静岡市 カリフォルニア州 ストックトン 

19 1959/11/17 北海道 札幌市 オレゴン州 ポートランド 

20 1959/12/23 東京都 立川市 カリフォルニア州 サンバーナディノ市 

21 1960/2/29 東京都 東京都 ニューヨーク州 ニューヨーク市 

22 1960/3/14 山梨県 山梨県  アイオワ州 

23 1960/6/10 山形県 鶴岡市 ニュージャージー州 ニューブランズウィック 

24 1960/7/29 岐阜県 高山市 コロラド州 デンバー 

25 1960/8/22 静岡県 御殿場市 ペンシルヴェニア州 チェンバースバーグ 

26 1960/9/21 愛知県 豊田市 ミシガン州 デトロイト 

27 1960/9/23 大阪府 東大阪市 カリフォルニア州 グレンデール 

28 1960/10/5 岩手県 久慈市 インディアナ州 フランクリン市 

29 1961/1/10 沖縄県 那覇市 ハワイ州 ホノルル 

30 1961/4/11 山梨県 甲府市 カリフォルニア州 ロダイ 

31 1961/5/24 兵庫県 芦屋市 カリフォルニア州 モンテベロ 

32 1961/7/14 和歌山県 和歌山市 カリフォルニア州 ベイカースフィールド 

33 1961/9/13 兵庫県 西宮市 ワシントン州 スポーケン 

34 1961/10/5 香川県 高松市 フロリダ州 セント・ピーターズバーグ 

35 1961/12/12 静岡県 島田市 カリフォルニア州 リッチモンド市 

36 1961/12/23 徳島県 徳島市 ミシガン州 サギノー 

37 1962/2/12 東京都 大島町 ハワイ州 ハワイ郡ヒロ 

38 1962/3/16 山梨県 富士吉田市 コロラド州 コロラド・スプリングス 

39 1962/6/18 岐阜県 多治見市 インディアナ州 テラ・ホート 

40 1962/8/1 山口県 岩国市 ワシントン州 エバレット 

41 1962/10/11 北海道 旭川市 イリノイ州 ブルーミントン市及びノーマル市 

42 1962/10/13 福岡県 福岡市 カリフォルニア州 オ－クランド 

43 1962/10/18 神奈川県 横須賀市 テキサス州 コーパスクリスティ 

44 1962/11/6 千葉県 市川市 カリフォルニア州 ガーデナ 

45 1962/12/18 石川県 金沢市 ニューヨーク州 バッファロー 

46 1963/3/22 愛知県 小牧市 ミシガン州 ワイアンドット 

47 1963/6/22 山口県 周防大島町 ハワイ州 カウアイ郡 

48 1963/7/1 静岡県 沼津市 ミシガン州 カラマズー 

49 1963/7/15 東京都 日野市 カリフォルニア州 レッドランズ 



 

 23 

50 1963/10/7 三重県 四日市市 カリフォルニア州 ロングビーチ市 

51 1963/10/8 大阪府 豊中市 カリフォルニア州 サンマテオ 

52 1963/10/22 兵庫県 兵庫県  ワシントン州 

53 1964/4/10 大阪府 富田林市 ペンシルヴェニア州 ベスレヘム 

54 1964/8/10 東京都 八丈町 ハワイ州 マウイ郡 

55 1964/9/29 神奈川県 秦野市 テキサス州 パサデナ 

56 1964/9/30 香川県 善通寺市 アーカンソー州 エルドラード 

57 1965/1/28 新潟県 新潟市 テキサス州 ガルベストン 

58 1965/2/11 高知県 高知市 カリフォルニア州 フレスノ 

59 1965/4/1 長野県 長野県  ミズーリ州 

60 1965/4/1 静岡県 静岡市 ネブラスカ州 オマハ 

61 1965/4/29 大阪府 貝塚市 カリフォルニア州 カルバーシティ 

62 1965/6/14 長野県 岡谷市 ミシガン州 マウント・プレザント 

63 1965/6/24 沖縄県 宮古島市 ハワイ州 マウイ郡 

64 1965/8/26 和歌山県 有田市 カリフォルニア州 デレノ 

65 1966/3/24 三重県 鳥羽市 カリフォルニア州 サンタバーバラ 

66 1966/4/8 北海道 紋別市 オレゴン州 ニューポート 

67 1966/5/6 埼玉県 所沢市 イリノイ州 ディケイター市 

68 1966/5/17 北海道 積丹町 オレゴン州 シーサイド 

69 1966/8/10 高知県 本山町 ペンシルヴェニア州 アパー・ダービー 

70 1966/10/15 兵庫県 三木市 カリフォルニア州 バイセリア 

71 1966/11/1 長崎県 佐世保市 ニューメキシコ州 アルバカーキ 

72 1966/11/28 鹿児島県 鹿児島県  ジョージア州 

73 1967/9/16 埼玉県 秩父市 カリフォルニア州 アンチオック 

74 1967/11/3 大阪府 堺市 カリフォルニア州 バークレー 

75 1968/3/27 北海道 帯広市 アラスカ州 スワード 

76 1968/7/3 和歌山県 那智勝浦町 カリフォルニア州 モントレーパーク 

77 1968/9/19 神奈川県 大磯町 オハイオ州 デイトン 

78 1968/11/14 滋賀県 滋賀県  ミシガン州 

79 1968/12/9 兵庫県 明石市 カリフォルニア州 バレホ 

80 1969/3/28 滋賀県 彦根市 ミシガン州 アナーバー 

81 1969/4/21 北海道 千歳市 アラスカ州 アンカレジ 

82 1969/6/12 北海道 北見市 ニュージャージー州 エリザベス 

83 1969/7/11 兵庫県 西脇市 ワシントン州 レントン 

84 1969/7/11 高知県 香美市 フロリダ州 ラーゴ 

85 1969/10/1 滋賀県 大津市 ミシガン州 ランシング 

86 1969/11/17 大阪府 八尾市 ワシントン州 ベルビュー市 

87 1970/8/20 広島県 呉市 ワシントン州 ブレマトン 

88 1971/10/5 青森県 黒石市 ワシントン州 ウェナッチ 

89 1971/10/28 山梨県 韮崎市 カリフォルニア州 フェアフィールド 

90 1972/2/3 青森県 板柳町 ワシントン州 ヤキマ 

91 1972/5/20 岡山県 倉敷市 ミズーリ州 カンザスシティ市 

92 1972/6/5 長野県 塩尻市 インディアナ州 ミシャワカ 

93 1972/8/15 兵庫県 篠山市 ワシントン州 ワラワラ 

94 1972/10/24 千葉県 千葉市 テキサス州 ヒューストン市 

95 1973/2/15 宮城県 岩沼市 カリフォルニア州 ナパ 

96 1973/2/17 兵庫県 小野市 カリフォルニア州 リンゼイ 

97 1973/2/20 千葉県 柏市 カリフォルニア州 トーランス 

98 1973/11/9 大阪府 大阪市 イリノイ州 シカゴ市 

99 1974/9/4 長野県 立科町 オレゴン州 オレゴン市 

100 1974/9/9 滋賀県 竜王町 ミシガン州 スーセー・マリー 

101 1974/9/23 長野県 諏訪市 ミズーリ州 セントルイス 
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102 1974/10/25 岩手県 北上市 カリフォルニア州 コンコード 

103 1974/10/27 大阪府 大阪狭山市 オレゴン州 オンタリオ 

104 1974/12/21 和歌山県 串本町 カリフォルニア州 ヘメット 

105 1974/12/25 和歌山県 新宮市 カリフォルニア州 サンタクルーズ 

106 1975/1/31 滋賀県 守山市 ハワイ州 カウアイ郡 

107 1975/3/26 埼玉県 蕨市 カリフォルニア州 エルドラド 

108 1975/7/21 静岡県 富士宮市 カリフォルニア州 サンタモニカ 

109 1975/12/19 北海道 根室市 アラスカ州 シトカ 

110 1976/4/12 滋賀県 栗東市 ミシガン州 バーミングハム市 

111 1976/6/4 静岡県 磐田市 カリフォルニア州 マウンテンビュー 

112 1976/8/2 滋賀県 高島市 ミシガン州 ペトスキー 

113 1976/11/3 兵庫県 姫路市 アリゾナ州 フェニックス 

114 1976/12/21 茨城県 水戸市 カリフォルニア州 アナハイム 

115 1977/2/21 長崎県 対馬市 グアム準州 グアム 

116 1977/4/8 富山県 高岡市 インディアナ州 フォートウェーン市 

117 1977/4/19 千葉県 四街道市 カリフォルニア州 リバモア 

118 1977/5/10 富山県 黒部市 ジョージア州 メーコン市 

119 1977/5/20 北海道 江別市 オレゴン州 グレシャム 

120 1977/7/27 青森県 鶴田町 オレゴン州 フッドリバー 

121 1977/9/29 京都府 宮津市 フロリダ州 デルレイビーチ市 

122 1978/1/26 東京都 東村山市 ミズーリ州 インディペンデンス 

123 1978/4/25 群馬県 桐生市 ジョージア州 コロンバス 

124 1978/8/1 滋賀県 草津市 ミシガン州 ポンティアック 

125 1978/12/19 愛知県 豊川市 カリフォルニア州 キュパティーノ 

126 1979/6/14 神奈川県 川崎市 メリーランド州 ボルチモア 

127 1979/8/3 静岡県 掛川市 オレゴン州 ユージン 

128 1979/8/13 滋賀県 東近江市 ミシガン州 マーケット市 

129 1979/11/19 埼玉県 草加市 カリフォルニア州 カーソン 

130 1980/1/26 埼玉県 深谷市 カリフォルニア州 フリーモント市 

131 1980/5/31 長野県 大町市 カリフォルニア州 メンドシーノ 

132 1980/8/29 宮崎県 延岡市 マサチューセッツ州 メドフォード 

133 1980/10/22 大阪府 茨木市 ミネソタ州 ミネアポリス 

134 1980/10/28 北海道 佐呂間町 アラスカ州 パーマ 

135 1981/1/5 埼玉県 飯能市 カリフォルニア州 ブレア 

136 1981/4/22 兵庫県 加東市 ワシントン州 オリンピア 

137 1981/4/23 神奈川県 神奈川県  メリーランド州 

138 1981/5/1 山形県 米沢市 ワシントン州 モーゼス・レイク 

139 1981/6/5 愛知県 半田市 ミシガン州 ミッドランド市 

140 1981/7/1 群馬県 高崎市 ミシガン州 バトルクリーク 

141 1981/7/3 茨城県 東海村 アイダホ州 アイダホフォールズ 

142 1981/8/17 愛媛県 松山市 カリフォルニア州 サクラメント 

143 1981/9/21 神奈川県 伊勢原市 カリフォルニア州 ラミラダ 

144 1981/9/25 福岡県 福岡県  ハワイ州 

145 1981/9/29 静岡県 浜松市 ワシントン州 キャマス 

146 1981/10/2 静岡県 浜松市 カリフォルニア州 ポータービル 

147 1981/10/4 青森県 三沢市 ワシントン州 ウェナッチ 

148 1981/10/29 大阪府 高石市 カリフォルニア州 ロミタ 

149 1981/11/5 愛知県 津島市 カリフォルニア州 ハーキュリーズ 

150 1981/11/8 神奈川県 小田原市 カリフォルニア州 チュラビスタ 

151 1982/4/23 茨城県 日立市 アラバマ州 バーミングハム市 

152 1982/5/25 福井県 福井市 ニュージャージー州 ニューブランズウィック 

153 1982/7/1 神奈川県 大磯町 ウィスコンシン州 ラシン 
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154 1982/7/1 大阪府 寝屋川市 バージニア州 ニューポートニューズ 

155 1982/7/4 愛知県 安城市 カリフォルニア州 ハンチントンビーチ 

156 1982/7/22 熊本県 熊本県  モンタナ州 

157 1983/2/10 千葉県 銚子市 オレゴン州 クースベイ 

158 1983/5/18 山梨県 都留市 テネシー州 ヘンダーソンビル 

159 1983/5/31 神奈川県 厚木市 コネチカット州 ニューブリテン 

160 1983/11/7 和歌山県 橋本市 カリフォルニア州 ロナ・パーク 

161 1984/2/14 群馬県 太田市 カリフォルニア州 バーバンク 

162 1984/4/7 北海道 天塩町 アラスカ州 ホーマー 

163 1984/5/8 茨城県 つくば市 マサチューセッツ州 ケンブリッジ 

164 1984/9/21 京都府 長岡京市 マサチューセッツ州 アーリントン 

165 1984/10/3 茨城県 小美玉市 カンザス州 アビリン 

166 1984/10/13 東京都 品川区 メーン州 ポートランド市 

167 1984/11/16 京都府 向日市 カリフォルニア州 サラトガ 

168 1984/11/27 愛知県 岡崎市 カリフォルニア州 ニューポートビーチ 

169 1985/3/27 佐賀県 武雄市 カリフォルニア州 セバストポール 

170 1985/5/20 北海道 岩見沢市 アイダホ州 ポカテロ 

171 1985/5/20 大分県 別府市 テキサス州 ボーモント 

172 1985/6/14 沖縄県 沖縄県  ハワイ州 

173 1985/9/5 宮崎県 日南市 ニューハンプシャー州 ポーツマス 

174 1985/9/20 京都府 京都府  オクラホマ州 

175 1985/10/12 静岡県 函南町 カリフォルニア州 カーマン 

176 1985/11/3 京都府 亀岡市 オクラホマ州 スティルウォーター市 

177 1986/3/15 和歌山県 湯浅町 ミネソタ州 ケンブリッジ 

178 1986/3/16 和歌山県 湯浅町 ミネソタ州 ブラハム 

179 1986/4/17 兵庫県 淡路市 オハイオ州 セントメリース 

180 1986/4/25 長崎県 諫早市 テネシー州 アセンズ 

181 1986/4/26 千葉県 習志野市 アラバマ州 タスカルーサ 

182 1986/6/13 沖縄県 名護市 ハワイ州 ハワイ郡ヒロ 

183 1986/7/18 群馬県 伊勢崎市 ミズーリ州 スプリングフィールド 

184 1986/8/1 埼玉県 川越市 オレゴン州 セーレム 

185 1986/8/4 滋賀県 近江八幡市 ミシガン州 グランドラピッズ市 

186 1986/8/12 京都府 八幡市 オハイオ州 マイラン村 

187 1986/10/8 岩手県 花巻市 バーモント州 ラットランド 

188 1986/10/11 島根県 出雲市 カリフォルニア州 サンタクララ市 

189 1986/11/7 千葉県 船橋市 カリフォルニア州 ヘイワード 

190 1986/11/9 茨城県 坂東市 アーカンソー州 パインブラフ 

191 1986/12/2 山形県 山形県  コロラド州 

192 1987/8/21 福島県 三春町 ウィスコンシン州 ライスレイク 

193 1987/10/22 静岡県 御殿場市 オレゴン州 ビーバートン 

194 1987/11/9 新潟県 長岡市 テキサス州 フォートワース 

195 1987/12/2 高知県 土佐清水市 マサチューセッツ州 フェアヘーブン及びニューベッドフォード 

196 1987/12/28 熊本県 熊本市 テキサス州 サンアントニオ 

197 1988/1/27 香川県 観音寺市 ウィスコンシン州 アップルトン 

198 1988/2/2 香川県 坂出市 カリフォルニア州 サウサリート 

199 1988/3/7 石川県 白山市 ミズーリ州 コロンビア市 

200 1988/3/26 埼玉県 坂戸市 アラバマ州 ドーサン 

201 1988/4/5 愛知県 碧南市 ワシントン州 エドモンズ 

202 1988/4/18 青森県 田子町 カリフォルニア州 ギルロイ 

203 1988/5/11 岐阜県 岐阜市 オハイオ州 シンシナティ市 

204 1988/7/17 新潟県 胎内市 イリノイ州 カーボンデール 

205 1988/7/21 北海道 新ひだか町 ケンタッキー州 レキシントン 
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206 1988/9/23 佐賀県 佐賀市 ニューヨーク州 グレンズフォールズ市及びウォーリン郡 

207 1988/10/1 栃木県 真岡市 カリフォルニア州 グレンドーラ 

208 1988/10/9 長野県 川上村 カリフォルニア州 ワトソンビル 

209 1988/10/17 福島県 喜多方市 オレゴン州 ウィルソンビル 

210 1988/10/21 山梨県 北杜市 ケンタッキー州 マディソン郡及びベリア市及びリッチモンド市 

211 1988/10/25 千葉県 富津市 カリフォルニア州 カールスバッド 

212 1988/11/3 静岡県 袋井市 オレゴン州 ヒルズボロ 

213 1989/4/3 兵庫県 宝塚市 ジョージア州 オーガスタ・リッチモンド郡 

214 1989/5/12 富山県 入善町 オレゴン州 フォレストグローブ市 

215 1989/6/13 富山県 富山市 ノースカロライナ州 ダーラム市 

216 1989/7/19 北海道 岩見沢市 オレゴン州 キャンビー 

217 1989/8/3 茨城県 つくば市 カリフォルニア州 アーバイン 

218 1989/8/3 滋賀県 守山市 ミシガン州 エイドリアン 

219 1989/8/5 北海道 芽室町 カリフォルニア州 トレーシー 

220 1989/8/27 鳥取県 日南町 カリフォルニア州 スコッツバレー 

221 1989/10/23 千葉県 浦安市 フロリダ州 オーランド 

222 1989/11/3 静岡県 静岡市 インディアナ州 シェルビービル 

223 1989/11/3 兵庫県 加東市 カリフォルニア州 ホリスター 

224 1989/11/5 福井県 福井市 カリフォルニア州 フラトン 

225 1989/11/27 兵庫県 加西市 ワシントン州 プルマン 

226 1989/11/28 茨城県 取手市 カリフォルニア州 ユーバ市 

227 1990/2/7 北海道 北海道  マサチューセッツ州 

228 1990/4/7 静岡県 掛川市 ニューヨーク州 コーニング 

229 1990/4/20 愛知県 田原市 ケンタッキー州 ジョージタウン 

230 1990/5/3 宮崎県 宮崎市 イリノイ州 ウァキガン 

231 1990/5/4 岡山県 高梁市 オハイオ州 トロイ市 

232 1990/5/12 宮城県 丸森町 カリフォルニア州 ヘメット 

233 1990/5/21 千葉県 千葉県  ウィスコンシン州 

234 1990/5/25 長野県 茅野市 コロラド州 ロングモント 

235 1990/6/29 千葉県 木更津市 カリフォルニア州 オーシャンサイド 

236 1990/8/7 山梨県 市川三郷町 アイオワ州 マスカティーン 

237 1990/8/29 山形県 西川町 コロラド州 フリスコ 

238 1990/9/12 宮城県 角田市 インディアナ州 グリーンフィールド 

239 1990/9/21 神奈川県 平塚市 カンザス州 ローレンス 

240 1990/9/28 秋田県 にかほ市 オクラホマ州 ショウニー 

241 1990/10/3 宮城県 七ヶ浜町 マサチューセッツ州 プリマス 

242 1990/10/3 千葉県 いすみ市 ミネソタ州 ダルース 

243 1990/10/6 千葉県 成田市 カリフォルニア州 サンブルーノ 

244 1990/10/10 栃木県 足利市 イリノイ州 スプリングフィールド 

245 1990/10/12 福井県 福井県  ニュージャージー州 

246 1990/10/18 宮城県 大崎市 オハイオ州 ミドルタウン 

247 1990/10/22 埼玉県 埼玉県  オハイオ州 

248 1990/10/22 静岡県 浜松市 ワシントン州 シェヘリス 

249 1990/10/29 茨城県 那珂市 テネシー州 オークリッジ 

250 1990/10/30 大分県 大分市 テキサス州 オースチン 

251 1990/11/1 鹿児島県 鹿児島市 フロリダ州 マイアミ 

252 1991/1/16 北海道 室蘭市 テネシー州 ノックスビル 

253 1991/2/8 北海道 紋別市 アラスカ州 フェアバンクス 

254 1991/4/18 群馬県 みなかみ町 テキサス州 ハンツヴィル 

255 1991/5/10 広島県 三原市 ニュージャージー州 ギャロウェイ町 

256 1991/5/23 栃木県 那須烏山市 ウィスコンシン州 メノモニー 

257 1991/8/7 三重県 鈴鹿市 オハイオ州 ベルフォンテン 



 

 27 

258 1991/8/11 北海道 せたな町 カリフォルニア州 ハンフォード 

259 1991/8/29 北海道 占冠村 コロラド州 アスペン 

260 1991/10/18 千葉県 南房総市 ワシントン州 ファーンデイル 

261 1991/10/19 富山県 富山県  オレゴン州 

262 1991/10/28 群馬県 長野原町 モンタナ州 リビングストン 

263 1991/11/1 神奈川県 座間市 テネシー州 スマーナ 

264 1991/11/17 茨城県 神栖市 カリフォルニア州 ユーリカ市 

265 1991/11/18 東京都 大田区 マサチューセッツ州 セーラム 

266 1991/11/30 千葉県 柏市 グアム準州 グアム 

267 1991/12/2 静岡県 富士市 カリフォルニア州 オーシャンサイド 

268 1991/12/20 青森県 大鰐町 ミシガン州 ノーバイ 

269 1992/1/22 秋田県 秋田市 アラスカ州 キナイ半島郡 

270 1992/4/6 兵庫県 三田市 ワシントン州 キティタス郡 

271 1992/4/15 福岡県 久留米市 カリフォルニア州 モデスト 

272 1992/5/15 福島県 桑折町 ケンタッキー州 エリザベスタウン 

273 1992/5/16 千葉県 八千代市 テキサス州 タイラー 

274 1992/5/25 宮崎県 宮崎市 バージニア州 バージニアビーチ 

275 1992/7/10 栃木県 宇都宮市 オクラホマ州 タルサ 

276 1992/8/1 石川県 七尾市 ケンタッキー州 モーガンタウン 

277 1992/8/6 岩手県 岩泉町 ウィスコンシン州 ウィスコンシン・デルズ 

278 1992/10/16 兵庫県 川西市 ケンタッキー州 ボーリング・グリーン市 

279 1992/10/30 大阪府 岸和田市 カリフォルニア州 サウスサンフランシスコ市 

280 1993/1/15 岩手県 花巻市 アーカンソー州 ホットスプリングス 

281 1993/4/14 栃木県 那珂川町 ニューヨーク州 ホースヘッズ 

282 1993/5/12 岐阜県 海津市 アリゾナ州 アボンデール 

283 1993/5/29 山口県 防府市 ミシガン州 モンロー 

284 1993/5/30 福島県 楢葉町 オハイオ州 ユークリッド 

285 1993/6/5 兵庫県 宍粟市 ワシントン州 スクイム 

286 1993/6/22 秋田県 秋田市 ミネソタ州 セントクラウド 

287 1993/7/3 埼玉県 春日部市 カリフォルニア州 パサディナ市 

288 1993/8/1 青森県 八戸市 ワシントン州 フェデラルウェイ 

289 1993/8/2 滋賀県 野洲市 ミシガン州 クリントン・タウンシップ 

290 1993/8/3 茨城県 守谷市 コロラド州 グリーリー 

291 1993/8/7 北海道 滝川市 マサチューセッツ州 スプリングフィールド 

292 1993/8/18 岩手県 金ケ崎町 マサチューセッツ州 アマースト 

293 1993/9/20 山梨県 甲州市 アイオワ州 エイムズ 

294 1993/10/7 群馬県 太田市 インディアナ州 ラフィエット、西ラフィエット、ティピカヌー郡 

295 1993/10/20 山形県 河北町 コロラド州 キャニオンシティー 

296 1993/10/20 山梨県 南アルプス市 アイオワ州 マーシャルタウン 

297 1993/11/8 千葉県 鴨川市 ウィスコンシン州 マニトワック市 

298 1993/11/10 千葉県 市原市 アラバマ州 モビール市 

299 1993/11/24 大阪府 和泉市 ミネソタ州 ブルーミントン 

300 1994/3/26 島根県 松江市 ルイジアナ州 ニューオーリンズ 

301 1994/4/8 大阪府 河内長野市 インディアナ州 カーメル 

302 1994/4/21 宮崎県 えびの市 テキサス州 ベルトン 

303 1994/4/22 山形県 山形市 コロラド州 ボルダー 

304 1994/5/13 鳥取県 大山町 カリフォルニア州 テメキュラ 

305 1994/5/24 新潟県 燕市 ミシガン州 ダンディ 

306 1994/5/25 青森県 青森県  メーン州 

307 1994/6/16 埼玉県 さいたま市 バージニア州 リッチモンド 

308 1994/8/2 山形県 三川町 テネシー州 マクミンビル 

309 1994/8/18 秋田県 男鹿市 カリフォルニア州 リビングストン 
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310 1994/10/1 栃木県 佐野市 ペンシルヴェニア州 ランカスター 

311 1994/10/25 福岡県 大牟田市 ミシガン州 マスキーガン 

312 1994/11/1 栃木県 日光市 サウスダコタ州 ラピッド 

313 1994/11/6 福井県 勝山市 コロラド州 アスペン 

314 1994/11/15 大阪府 大阪府  カリフォルニア州 

315 1995/2/16 愛知県 みよし市 インディアナ州 コロンバス 

316 1995/4/26 鹿児島県 奄美市 テキサス州 ナカドゥチェス 

317 1995/5/18 広島県 三次市 ジョージア州 アメリカス 

318 1995/5/29 熊本県 熊本市 ジョージア州 ローム市 

319 1995/6/20 新潟県 新発田市 アイオワ州 オレンジシティ 

320 1995/7/6 愛媛県 今治市 フロリダ州 レイクランド 

321 1995/7/22 岩手県 矢巾町 ミシガン州 フリモント 

322 1995/7/22 熊本県 大津町 ネブラスカ州 アラパホ市、ヘイスティング市 

323 1995/8/8 愛媛県 伊方町 ミネソタ州 レッド・ウィング 

324 1995/8/14 青森県 むつ市 ワシントン州 ポートエンジェルス市 

325 1995/8/29 千葉県 いすみ市 ウィスコンシン州 ウォパン 

326 1995/10/4 和歌山県 和歌山県  フロリダ州 

327 1995/10/13 新潟県 刈羽村 カリフォルニア州 ハーフムーンベイ 

328 1995/10/27 三重県 多気町 ワシントン州 キャマス 

329 1995/10/30 京都府 城陽市 ワシントン州 バンクーバー 

330 1995/11/16 福岡県 大牟田市 ミシガン州 ノースマスキーガン 

331 1995/12/5 石川県 七尾市 カリフォルニア州 モントレー市 

332 1996/1/11 新潟県 燕市 ウィスコンシン州 シェボイガン 

333 1996/2/14 兵庫県 洲本市 オハイオ州 ヴァンワート市 

334 1996/4/3 熊本県 玉名市 アイオワ州 クラリンダ市 

335 1996/4/13 兵庫県 南あわじ市 オハイオ州 セライナ市 

336 1996/5/26 埼玉県 吉川市 オレゴン州 レイクオスエゴ 

337 1996/8/2 佐賀県 大町町 ニュージャージー州 アレンデール 

338 1996/9/30 秋田県 にかほ市 ワシントン州 アナコーテス 

339 1996/11/15 兵庫県 加東市 ワシントン州 シェラン 

340 1996/11/17 鳥取県 湯梨浜町 ハワイ州 ハワイ郡 

341 1997/1/22 群馬県 渋川市 ハワイ州 ハワイ郡 

342 1997/1/28 香川県 三豊市 ウィスコンシン州 ワウパカ 

343 1997/2/1 滋賀県 近江八幡市 カンザス州 レブンワース市 

344 1997/4/11 茨城県 阿見町 ウィスコンシン州 スーペリア 

345 1997/5/19 長崎県 長与町 コネチカット州 ウェザースフィールド 

346 1997/5/30 広島県 広島県  ハワイ州 

347 1997/7/4 富山県 滑川市 イリノイ州 シャンバーグ市 

348 1997/8/6 長野県 大桑村 イリノイ州 シェルビービル 

349 1997/8/29 宮城県 仙台市 テキサス州 ダラス 

350 1997/9/10 宮城県 宮城県  デラウェア州 

351 1997/11/15 北海道 七飯町 マサチューセッツ州 コンコード 

352 1997/11/25 岩手県 紫波町 ミシガン州 ポーテジ 

353 1998/5/5 埼玉県 さいたま市 ペンシルヴェニア州 ピッツバーグ 

354 1998/5/29 宮城県 大崎市 ジョージア州 ダブリン 

355 1998/8/14 滋賀県 愛荘町 ウィスコンシン州 ウエストベンド 

356 1998/8/25 宮城県 涌谷町 カリフォルニア州 サリナス 

357 1998/10/9 岡山県 新見市 ニューヨーク州 ニューパルツ村 

358 1998/10/21 群馬県 前橋市 アラバマ州 バーミングハム市 

359 1998/10/25 福島県 南相馬市 オレゴン州 ペンドルトン 

360 1998/11/3 東京都 あきる野市 マサチューセッツ州 マールボロウ市 

361 1998/11/12 愛知県 新城市 ペンシルヴェニア州 ニューキャッスル 
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362 1998/12/10 新潟県 新発田市 ミズーリ州 セントジェームズ 

363 1998/12/18 山口県 下関市 カリフォルニア州 ピッツバーグ 

364 1999/3/16 兵庫県 播磨町 オハイオ州 ライマ 

365 1999/7/16 栃木県 栃木県  インディアナ州 

366 1999/7/19 栃木県 栃木市 インディアナ州 エバンズビル 

367 1999/7/30 福島県 二本松市 ニューハンプシャー州 ハノーバー町 

368 1999/10/1 埼玉県 和光市 ワシントン州 ロングビュー 

369 1999/10/6 沖縄県 石垣市 ハワイ州 カウアイ郡 

370 1999/10/30 岡山県 津山市 ニューメキシコ州 サンタフェ市 

371 1999/11/1 埼玉県 狭山市 オハイオ州 ワージントン 

372 1999/11/3 山梨県 南アルプス市 アイオワ州 ウインターセット 

373 2000/4/29 愛知県 豊橋市 オハイオ州 トリード市 

374 2000/7/20 和歌山県 白浜町 ハワイ州 ホノルル 

375 2000/7/24 鹿児島県 霧島市 カリフォルニア州 ソノラ市 

376 2000/7/30 兵庫県 朝来市 オレゴン州 ニューバーグ市 

377 2000/11/21 兵庫県 洲本市 ハワイ州 ハワイ郡 

378 2001/2/3 愛知県 犬山市 カリフォルニア州 デービス 

379 2001/5/24 長野県 上田市 コロラド州 ブルームフィールド市郡 

380 2001/8/23 青森県 三沢市 ワシントン州 東ウェナッチ 

381 2001/9/29 宮城県 美里町 ミネソタ州 ウイノナ市 

382 2002/1/16 沖縄県 沖縄市 ワシントン州 レイクウッド市 

383 2002/8/8 愛知県 田原市 インディアナ州 プリンストン市及びギブソン郡 

384 2002/10/13 福島県 白河市 ミネソタ州 アノーカ 

385 2002/10/24 兵庫県 市川町 ワシントン州 ポートタウンゼント市 

386 2002/11/21 福島県 会津若松市 ミズーリ州 リーサミット 

387 2003/5/14 富山県 南砺市 ニュージャージー州 マルボロ 

388 2003/11/6 山梨県 山梨市 アイオワ州 スーシティ市 

389 2003/11/17 宮城県 岩沼市 デラウェア州 ドーバー市 

390 2003/11/21 愛媛県 愛媛県  ハワイ州 

391 2003/12/8 大分県 佐伯市 ハワイ州 ホノルル 

392 2004/6/14 愛媛県 宇和島市 ハワイ州 ホノルル 

393 2004/7/23 岡山県 玉野市 マサチューセッツ州 グロスター 

394 2004/8/26 島根県 江津市 カリフォルニア州 コロナ市 

395 2004/11/3 栃木県 大田原市 カリフォルニア州 ウェストコビナ市 

396 2005/2/8 福岡県 福岡市 ジョージア州 アトランタ 

397 2005/6/15 岐阜県 下呂市 アラスカ州 ケチカン市 

398 2005/6/24 長野県 東御市 オレゴン州 マドラス 

399 2005/7/27 岡山県 岡山市 オレゴン州 
ペンドルトン市ウマティラ・インディアン居留区部族連

合 

400 2005/8/17 岐阜県 下呂市 フロリダ州 ペンサコーラ市 

401 2005/8/22 群馬県 前橋市 ウィスコンシン州 メナーシャ市 

402 2005/8/22 岐阜県 山県市 オレゴン州 フローレンス市 

403 2005/9/1 京都府 精華町 オクラホマ州 ノーマン市 

404 2005/10/15 岩手県 大槌町 カリフォルニア州 フォートブラッグ市 

405 2005/11/19 滋賀県 甲賀市 ミシガン州 トラバースシティー市 

406 2005/11/19 滋賀県 甲賀市 ミシガン州 マーシャル市 

407 2005/11/19 滋賀県 甲賀市 ミシガン州 デウィット市及びデウィットチャータータウンシップ 

408 2005/12/15 群馬県 昭和村 オレゴン州 イーグルポイント市 

409 2006/5/29 熊本県 天草市 カリフォルニア州 エンシニタス 

410 2006/7/3 宮城県 登米市 テキサス州 サウスレイク市 

411 2006/7/3 東京都 瑞穂町 カリフォルニア州 モーガンヒル市 

412 2006/7/6 青森県 つがる市 メーン州 バス市 
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413 2006/7/25 山梨県 甲斐市 アイオワ州 キオカック 

414 2006/8/4 鹿児島県 いちき串木野市 カリフォルニア州 サリナス市 

415 2006/10/12 静岡県 浜松市 ニューヨーク州 ロチェスター市 

416 2006/10/25 北海道 帯広市 ウィスコンシン州 マディソン市 

417 2006/11/20 北海道 登別市 北マリアナ諸島 サイパン市 

418 2007/4/4 愛知県 日進市 ケンタッキー州 オーエンズボロ市及びデーヴィス郡及びオハイオ郡 

419 2007/4/6 愛知県 飛島村 カリフォルニア州 リオビスタ市 

420 2007/5/15 福島県 田村市 オハイオ州 マンスフィールド 

421 2007/8/17 徳島県 三好市 オレゴン州 ザ・ダルズ市 

422 2007/8/17 徳島県 三好市 ワシントン州 タクイラ市 

423 2008/5/17 広島県 福山市 ハワイ州 マウイ郡 

424 2008/10/3 福井県 越前町 アラバマ州 モンテバロ市 

425 2009/4/7 茨城県 土浦市 カリフォルニア州 パロアルト市 

426 2010/3/26 愛知県 蟹江町 イリノイ州 マリオン市 

427 2010/8/31 岡山県 岡山市  グアム準州 

428 2011/9/11 沖縄県 久米島町 ハワイ州 ハワイ郡 

429 2011/9/12 福島県 いわき市 ハワイ州 カウアイ郡 

430 2012/3/2 新潟県 長岡市 ハワイ州 ホノルル市・郡 

431 2012/7/7 新潟県 湯沢町 ユタ州 ソルトレイク郡マグナ地区 

432 2012/7/20 長崎県 大村市 カリフォルニア州 サンカルロス市 

433 2013/3/27 沖縄県 糸満市 カリフォルニア州 レドンドビーチ市 

434 2014/8/11 島根県 雲南市 インディアナ州 リッチモンド市 

435 2014/10/14 栃木県 茂木町 インディアナ州 スピードウェイ町 

436 2014/10/24 神奈川県 茅ヶ崎市 ハワイ州 ホノルル市郡 

437 2015/7/21 岡山県 備前市 カリフォルニア州 メンローパーク市 

438 2015/8/2 埼玉県 久喜市 オレゴン州 ローズバーグ市 

439 2015/10/4 兵庫県 たつの市 ワシントン州 コビントン市 

440 2015/10/10 静岡県 牧之原市 ワシントン州 ケルソー市 

441 2015/10/19 福岡県 みやこ町 ハワイ州 ハワイ郡 

442 2015/11/21 栃木県 鹿沼市 ノースダコタ州 グランドフォークス市 

443 2015/12/15 栃木県 益子町 オハイオ州 ダブリン市 

444 2016/8/2 福島県 伊達市 マサチューセッツ州 リヴィア市 

445 2016/12/1 福岡県 飯塚市 カリフォルニア州 サニーベール市 

446 2017/3/5 大阪府 島本町 ケンタッキー州 フランクフォート市 

447 2017/3/12 京都府 木津川市 カリフォルニア州 サンタモニカ市 

448 2017/4/19 山形県 酒田市 オハイオ州 デラウェア市 

449 2017/5/8 北海道 北海道 ハワイ州 ハワイ州 

450 2017/9/15 岩手県 遠野市 テネシー州 チャタヌーガ市 

451 2018/1/25 長野県 山ノ内町 コロラド州 ベイル町 

452 2018/4/16 岩手県 陸前高田市 カリフォルニア州 クレセントシティ市及びデルノーテ郡 

453 2018/7/18 鳥取県 鳥取県 バーモント州 バーモント州 

454 2018/8/10 兵庫県 丹波市 ワシントン州 オーバン市 

455 2018/8/10 兵庫県 丹波市 ワシントン州 ケント市 

456 2018/9/25 茨城県 境町 ハワイ州 ホノルル市 

457 2019/10/1 大分県 宇佐市 ハワイ州 ホノルル市・郡 

458 2020/8/5 栃木県 さくら市 カリフォルニア州 ランチョパロスベルデス 

 


